
ODA実施機関統合への提言（その２）概要

―ODA現場の視点からー

社団法人海外コンサルティング企業協会

1.　国益に資する援助事業戦略の構築

イ　新実施機関にいても、内閣の司令塔機能および外務省の企画立案機能の受け皿として企画立案機能の構築

ロ　現地主導、援助協調の最前線、国際協力の広報の場として海外事務所の強化

ハ　実施機関の調査研究部門を調査・研究拠点として、国別・セクター別の開発課題、地球規模の課題、援助手法や評価手法等にかかわる調査研究を行い、併せて経験や知見を集大成する役割を持つ国内外のODA関係人材の育成基地として活用するため、調査研究機能の強化を図る

ニ　セクター戦略の策定、民間による投資・貿易開発事業と連携したODAによる投融資事業の再開

2. 実施機関への権限委譲

イ　統合に当たっては、一元的な事業実施が可能となるように、事業実施手続きは、一元化・簡素化し、事業実施プロセスにおける政策立案機関と実施機関の役割分担を明確化し、政策機関は国際約束の締結を担当し、候補案件の提案と評価含めた実施については、実施機関に任せる
ロ　予算の執行における単年度予算の廃止と企業会計の導入

ハ　行政コストの削減と効率的な事業実施、またコスト削減だけでなく「質の確保」も重要

ニ　適正な実施方針の策定、スリムな組織と効率的な実施体制の構築、柔軟性と機動性を併せ持つ予算制度への改善と、片務的な側面を含む調達契約制度の抜本的改善
ヘ　日本国内における事業実施を前提にした制度モデルをそのまま途上国に適用するのではなく、途上国にあった最適な制度の整備と改善を図る

3.　迅速性・柔軟性・機動性のある事業実施

ODAの迅速性、柔軟性、機動性を目指し、現行の交換公文など政府間取り決めのありを再考し、新JICA職員は技術協力・有償資金協力・無償資金協力の3事業の連携のため一人一人の意識の改革とプログラムアプローチに向けて総合的な能力とノウハウの向上を図る
3.1 政府間取決めのあり方

イ　有償資金協力事業

・政府機関の役割は、中期目標、国別年度供与額、分野別支援方針、候補案件のロングリスト化、業務実績評価等にとどめ、具体的案件の選定、融資額、事業内容の決定あるいは貸付契約の期間延長等は実施機関の役割とする。また、予備費についても実施機関が柔軟に対応する

ロ　技術協力事業
・開発調査や技プロ案件では個別案件毎の国際約束を取り付けではなく、国別に包括的に国際約束を締結する仕組みに改め、事前調査・事前評価調査の国際約束は割愛する

・事業実施の迅速性や効率性、独立行政法人の自主性を阻害する要因となる、現行の個別案件ごとの案件指示や実施予算協議を改め、実施機関の年度毎の事業計画・予算交付・事業報告と監督官庁の評価による事業実施方法に統一化する
・個別案件の選定につながるニーズ調査・妥当性調査・案件形成調査等の実施機関への委譲

ハ　無償資金協力事業
・柔軟性・迅速性・効率性の高い事業実施に向けて、現行の単年度予算制度に基づく、EN期間延長の制約や関連する諸問題の解決、直営事業の実施管理に限りなく近い現行の実施促進業務の見直しと予期し得ない事態への対応としての予備費の予算化

・不透明な「事業完成の確認」の仕組みについて責任の所在を明確にする

・内外からの批判に耐えうる事業とするためには基本設計調査結果の精度を上げることが重要であり、そのため、事業実施計画・設計条件確認・設計・事業費積算関連業務等調査の充実を図る必要がある

ニ　案件の決定プロセスと国際約束
・スキーム毎の要望調査から地域・セクター・課題別の援助ニーズの聴取への切り替える

・新規援助ニーズに対応したプログラムアプローチによる協力実施方針の立案

・協力候補案件のロングリスト（ローリングプラン）化とリストアップ

・ロングリスト（ローリングプラン）を踏まえた国別政策対話の実施

3.2　技協・有償・無償事業の一体的活用
イ　新JICAに総合的な事業企画機能の整備

ロ　援助ニーズの妥当性確認・個別案件の形成・事前審査機能の確保

ハ　地域別・セクター別マスタープラン・戦略策定の充実

ニ　プログラム方式による総合的な支援の必要性

ホ　有償資金協力事業の迅速化

へ　無償資金協力事業の「設計精度・積算精度」のレビュー

ト　緊急援助における一体的実施体制の推進

4.　組織と人事

イ　新JICAの中に事業全般を統括する事業企画部の設置

ロ　地域軸・セクター軸・スキーム軸の視点からの事業実施組織の検討

ハ　プロパー職員の幹部登用の促進と民間人材の積極的活用

ニ　現地ODAタスクフォースの強化

ホ　現地事務所への権限委譲と内部統制機能の強化

へ　組織内専門技術者の活用とインハウスコンサルタントの拡充

ト　組織内の人材養成とこれまでの情報・報告書の効果的な活用

